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平成 24 年 12 月 14 日 

各      位 

会 社 名  三国コカ・コーラボトリング株式会社 

代表者名  代表取締役社長 CEO  椎 名 幹 芳 

（コード番号：2572    東証第１部） 

問合せ先  総務 IR 部長     北 川 浩 幸 

（TEL．048－774－3131） 

 

当社とザ コカ･コーラ カンパニーとの資本業務提携 

ならびに主要株主である筆頭株主、その他の関係会社の異動に関するお知らせ 

 

当社は、平成 24 年 12 月 14 日開催の当社取締役会において、以下のとおり、米国 The Coca-Cola 

Company(ザ コカ･コーラ カンパニー、以下「ＴＣＣＣ」) との間で、資本業務提携契約の締結を行

うことを決議しましたので、お知らせいたします。 

なお、本資本業務提携により、当社の主要株主である筆頭株主、その他の関係会社の異動が見込

まれますので、あわせてお知らせいたします。また、当社は、本日付けで、三井物産株式会社との

間で資本業務提携を行うこと、並びにコカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社、東京コカ・コ

ーラボトリング株式会社及び利根コカ・コーラボトリング株式会社との間で経営統合を行うことを

決議しており、これらの事項の詳細については、それぞれ、当社が本日付で別途公表しております｢当

社と三井物産株式会社との資本業務提携に関するお知らせ｣、及び｢コカ・コーラ セントラル ジャ

パン株式会社、三国コカ・コーラボトリング株式会社、東京コカ・コーラボトリング株式会社及び

利根コカ・コーラボトリング株式会社の 4 社経営統合に関する統合契約および株式交換契約の締結、

ならびにコカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社の会社分割および商号変更等についてのお知

らせ｣をご参照下さい。 

 

記 

１. 資本業務提携について 

① 資本業務提携の理由 

近年、国内における清涼飲料業界は、消費者嗜好の多様化や競合他社とのコスト競争が更に激

しさを増しております。 

このような状況の中、後記２.記載のとおり、三井物産株式会社とＴＣＣＣとの間の株式譲渡に

係る合意に基づき、ＴＣＣＣが当社の主要株主である筆頭株主の三井物産株式会社から当社の普

通株式 10,610,100 株（議決権総数の 22.00％）をＴＣＣＣの 100％子会社である European 

Refreshments（ヨーロピアンリフレッシュメンツ）を通じて取得することになったことを契機と

して、当社は、更なる事業の発展を促進し企業価値を高めるために、ＴＣＣＣとこれまで以上に

強固な協力関係を構築することが重要であると判断し、同社との間で資本業務提携を実施するこ

とといたしました。 
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② 資本業務提携の内容 

当社は、本資本業務提携により、ＴＣＣＣと生産性・効率性を向上させるための事業戦略の策

定、実行、促進などの事業運営に関する事項について連携・協議するとともに、従業員などの人

材交流を通じて当社の事業発展を図ってまいります。なお、本資本業務提携に係る資本業務提携

契約の締結は、当社とＴＣＣＣおよびヨーロピアンリフレッシュメンツの３社間で行われますが、

ヨーロピアンリフレッシュメンツの提携上の役割は、当社株式の取得・保有等となります。また、

ヨーロピアンリフレッシュメンツは、当社株式を取得した後、当社の 2012 年 12 月期定時株主総

会（2013 年 3 月開催予定）以降の定時株主総会に係る選任議案において、取締役候補者 3名及び

監査役候補者 1 名を指名する権利を有することとなります。また、資本業務提携契約上、ヨーロ

ピアンリフレッシュメンツが同社により指名された取締役の中から当社の代表取締役 1 名が選定

されることを希望しており、当社はかかる希望を尊重するものとされております。なお、冒頭に

記載のとおり、当社は本日付けで、コカ･コーラ セントラル ジャパン株式会社、東京コカ・コー

ラボトリング株式会社及び利根コカ･コーラボトリング株式会社との間で、経営統合を行うことに

合意しておりますが、当該合意に従って経営統合が実行された場合は、当該経営統合に係る当社

を完全子会社とする株式交換の効力発生日に本資本業務提携に係る資本業務提携契約は終了いた

します。 

 

③ 資本業務提携の相手先の概要 

（１）名称 The Coca-Cola Company（ザ コカ･コーラ カンパニー） 

（２）所在地 
アメリカ合衆国 30313 ジョージア州アトランタ 

ワン コカ・コーラ プラザ 

（３）代表者の役職・氏名 会長兼最高経営責任者 Muhtar Kent(ムーター ケント) 

（４）事業内容 清涼飲料水（含む原液）の販売 

（５）資本金 1,760 百万米ドル 

（６）設立年月日 1919 年 9 月 5 日 

（７）大株主および持株比率 バークシャー ハサウェイ インク 8.89% 

資本関係 特になし 

人的関係 特になし 

取引関係 

ＴＣＣＣおよび同社の子会社である日 

本コカ･コーラ株式会社と当社との間 

で、コカ・コーラ等の製造･販売および 

商標使用等に関する契約を締結すると 

ともに、日本コカ･コーラ株式会社と販 

売促進リベート授受等の取引関係があ 

ります。 

（８）上場会社と当該会社 

との間の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関連当事者への 

該当状況 

ＴＣＣＣおよびＴＣＣＣの関係者は、 

当社の関連当事者には該当しません。 

（９）最近３年間の連結経営成績および連結財政状態 

決算期 平成 21年 12月期 平成22年12月期 平成23年12月期
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連結純資産 25,346 31,317 31,921

連結総資産 48,671 72,921 79,974

１株当たり連結純資産（米ﾄﾞﾙ） 7.05 8.81 8.99

連結売上高 30,990 35,119 46,542

連結営業利益 8,231 8,449 10,154

連結税引前当期純利益 8,946 14,243 11,439

連結当期純利益 6,906 11,859 8,634

１株当たり連結当期純利益（米ﾄﾞﾙ） 2.95 5.12 3.75

１株当たり配当金（米ﾄﾞﾙ） 1.64 1.76 1.88

※ 単位：百万米ドル。特記しているものを除く。 

 

資本業務提携の相手先の概要 

（１）名称 European Refreshments（ヨーロピアンリフレッシュメンツ) 

（２）所在地 Southgate, Dublin Road, Drogheda, Co. Meath, Ireland 

（３）代表者の役職・氏名 Director (ディレクター) Ann McKenna(アン・マッケナ) 

（４）事業内容 清涼飲料水（含む原液）の販売 

（５）資本金 180,002 ユーロ 

資本関係 特になし 

人的関係 特になし 

取引関係 特になし 

（６）上場会社と当該会社 

との間の関係 

 

 

 

 

 
関連当事者への 

該当状況 

ヨーロピアンリフレッシュメンツおよび

ヨーロピアンリフレッシュメンツの関係

者は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。 

※ 本資本業務提携により当社普通株式を取得するヨーロピアンリフレッシュメンツは、ＴＣＣＣ 

の 100％子会社であります。 

 

④ 日程 

（１）取締役会 平成 24 年 12 月 14 日 

（２）資本業務提携契約締結 平成 24 年 12 月 14 日 

（３）株式取得日（予定） 平成 24 年 12 月 20 日 

※ なお、本資本業務提携に係る資本業務提携契約は、三井物産株式会社との間の株式譲渡契約に

基づきヨーロピアンリフレッシュメンツが上記の当社普通株式を取得することを効力発生条

件としています。 
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⑤ 今後の見通し 

本資本業務提携による当期の当社業績への影響はありません。 

 

 

２．主要株主である筆頭株主、その他の関係会社の異動について 

① 異動の経緯 

当社の主要株主である筆頭株主、その他の関係会社である三井物産株式会社とヨーロピアンリ

フレッシュメンツによる株式譲渡契約の締結により、主要株主である筆頭株主、その他の関係会

社に異動が生じる予定です。ヨーロピアンリフレッシュメンツはＴＣＣＣの 100％子会社である

ため、ＴＣＣＣも、当社株式を間接保有することとなり、新たに当社の主要株主である筆頭株主、

その他の関係会社に該当することとなります。また、三井物産株式会社は当社の筆頭株主および

その他の関係会社に該当しないこととなります。 

なお、当該株式譲渡の理由は、当社を含む関東ボトラー4 社の経営統合の実現および事業ポー

トフォリオ最適化の観点から総合的に検討した結果であると三井物産株式会社より伺っておりま

す。但し、引き続き三井物産株式会社と当社とが連携することの意義は大きいと考え､三井物産株

式会社との間でも、資本業務提携契約を締結するに至っております。 

 

② 異動株主の概要 

筆頭株主でなくなる主要株主 

（１）名称 三井物産株式会社 

（２）所在地 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 飯島 彰己 

（４）事業内容 

鉄鋼製品、金属資源、機械・インフラ、化学品、エネルギー、生

活産業などの分野で商品の販売、輸出入・外国間貿易及び製造を

行うほか、リテール、情報通信、技術、輸送、ファイナンスなど

の総合的なサービスの提供、更には金属資源・エネルギーなどの

資源開発事業、また、IT、再生可能エネルギー、環境関連事業に

代表される新分野への事業投資などの幅広い取組を展開してい

ます。 

（５）資本金 3,414 億円 

 

新たに主要株主である筆頭株主およびその他の関係会社となる主要株主 

（１）名称 European Refreshments（ヨーロピアンリフレッシュメンツ) 

（２）所在地 Southgate, Dublin Road, Drogheda, Co. Meath, Ireland 

（３）代表者の役職・氏名 Director (ディレクター) Ann McKenna(アン・マッケナ) 

（４）事業内容 清涼飲料水（含む原液）の販売 

（５）資本金 180,002 ユーロ 

※ 新たに主要株主である筆頭株主およびその他の関係会社となるヨーロピアンリフレッシュメ

ンツは、ＴＣＣＣの 100％子会社であります。 
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新たに主要株主である筆頭株主およびその他の関係会社となる主要株主（間接所有） 

（１）名称 The Coca-Cola Company（ザ コカ･コーラ カンパニー） 

（２）所在地 
アメリカ合衆国 30313 ジョージア州アトランタ 

ワン コカ・コーラ プラザ 

（３）代表者の役職・氏名 会長兼最高経営責任者 Muhtar Kent（ムーター ケント） 

（４）事業内容 清涼飲料水（含む原液）の販売 

（５）資本金 1,760 百万米ドル 

※ 上場会社と当該株主との関係等ＴＣＣＣの概要については、「１.資本業務提携について ③資

本業務提携の相手先の概要」をご参照下さい。 

 

③ 当該株主の所有株式数（議決権の数）および総株主の議決権の数に対する割合 

（１） 三井物産株式会社 

議決権の数（議決権所有割合） 
 属性 

直接保有分 合算対象分 合計 

大株主 

順位 

異動前 

（平成 24 年 

12 月 13 日現在） 

主要株主である 

筆頭株主および 

その他の関係会社 

172,396個

(35.74％)

0個

(0.00％)

172,396個 

(35.74％) 
第１位 

異動後 主要株主 
66,295個

(13.74％)

0個

(0.00％)

66,295個 

(13.74％) 
第２位 

 

（２） ヨーロピアンリフレッシュメンツ 

議決権の数（議決権所有割合） 
 属性 

直接保有分 合算対象分 合計 

大株主 

順位 

異動前 

（平成 24 年 

12 月 13 日現在） 

－ 
0個

(0.00％)

0個

(0.00％)

0個 

(0.00％) 
－ 

異動後 

主要株主である 

筆頭株主および 

その他の関係会社 

106,101個

(22.00％)

0個

(0.00％)

106,101個 

(22.00％) 
第１位 

 

（３） ザ コカ･コーラ カンパニー（間接所有） 

議決権の数（議決権所有割合） 
 属性 

直接保有分 合算対象分 合計 

大株主 

順位 

異動前 

（平成 24 年 

12 月 13 日現在） 

－ 
0個

(0.00％)

0個

(0.00％)

0個 

(0.00％) 
－ 

異動後 

主要株主である 

筆頭株主および 

その他の関係会社 

0個

(0.00％)

106,101個

(22.00％)

106,101個 

(22.00％) 
第１位 

※ 議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数         5,328,432 株 

平成 24 年６月 30 日現在の発行済株式総数          53,555,732 株 

※ 大株主順位は、平成 24 年６月 30 日現在の株主名簿に基づき、現時点において当社にて想定し

た順位を記載しております。 

※ 議決権所有割合については、小数点第三位以下を切り捨てております。 
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④ 異動予定年月日 平成 24 年 12 月 20 日 

 

⑤ 開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無 

その他の関係会社となるＴＣＣＣおよびヨーロピアンリフレッシュメンツのうち、当社に与える

影響が最も大きいＴＣＣＣは、東京証券取引所有価証券上場規程第 411 条第２項に定める親会社

等に該当いたしますが、同社はニューヨーク証券取引所（米国）に上場しており、同項に規定す

る開示の対象とはなりません。 

 

⑥ 今後の見通し 

本主要株主である筆頭株主およびその他の関係会社の異動による当期の当社業績への影響はあり

ません。なお、当社は、ＴＣＣＣが当社との強固かつ連携した関係を構築するため、中長期的に

当社株式を継続保有する意図を有していると認識しております。 

 

以 上 


